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「初心忘るべからず」　　
　

代表理事　碓井敏正（京都橘大学）

早いもので、2004年に第三者評価が義務化されてから6年が経過し、多くの大学が評価機
関の評価を経験した。これからは評価結果をどう将来の改革につなげていくのか、また評
価（機関）の具体的あり方や限界、さらにはメタレベルの評価を話題にする段階に入った
と言えるであろう。
その点で心強いのは、近年、本学会の活動を担う若手（多くは大学の教育センターに所
属）に評価や教育方法論を専門とする研究者が増えてきているという事実である。その意
味では、われわれの学会も少しずつ進化してきているわけである。
具体的課題に習熟すると同時に、本学会設立の初心を確認しておくことも大事である。
初代共同代表の故田中昌人先生は、学会発足時のインタビューで、次のように語っていた。
「学問の内在的発展の必然性を大切にして、地球時代の人類、そして国民・住民の側から求
められる平和を創造し、民主主義の深化を求める第三者評価を求めなければならない。そ
うでないと大学教育がおかしな事になってしまう。」（『ねっとわーく京都』2004年5月
号）
付言しておけば、田中先生は高等教育の高学費問題の専門家でもあった。評価によって改
革された大学に、経済的理由によって入学できない若者が増えている現実を問題にしない大
学評価に、限界があることは明らかである。このような問題意識を忘れないことこそ、大
学評価学会の最大の存在意義であることも忘れないようにしたいものである。

※　新代表理事の１人である碓井敏正会員に原稿を寄せていただきました。
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第7回 全国大会の報告

シンポジウム 
「評価制度で現場はどう変わってきたか」　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　    提題者：永岑三千輝（横浜市立大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　                橋本勝（岡山大学）　　　　　
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　              　平井孝治（立命館大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　         司会：中村征樹（大阪大学）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 　  　コメンテーター：望月太郎（大阪大学） 　　

　永岑三千輝氏は、2002年に新自由主義者・中田市
長の誕生により横浜市大の「改革」が、いかに「自
治」の拡大の名目の下に大学の自治を破壊したかを
つぶさに明らかにした。上から下まで「長」と名の
付く役職はすべて市長の指名によって任命される。
全教員に対して任期制が適用され、再任審査は市長
により任命された｢長」が専断的に行う。学科制に代
わって改変の容易なコース制が実施される。市大に
文系はいらないという市長の狭量な考えにより、大
学でこそ学ぶことができたマイナー言語の学習機会
が奪われ、専門学校まがいのプラクティカル・イン
グリッシュが導入された。
　橋本勝氏は、岡山大学で推進されているFDと教員
の個人評価・活動評価について説明し、それらの制
度化により教育研究現場がどう変わったかを論じ
た。教育改善に偏向した「日本型FD」という奇妙な
モデル構築の最先端を行く岡山大学であるが、そこ
ではFD活動が教員活動評価と結びつけられた仕方で
進められている。教員活動評価は、毎年行われ、賞
与査定・昇給の有力なデータとなる。また学生によ
る授業評価アンケートの結果もリンクしている。そ
の基礎資料を作成するために、教員は相当の時間を
割いて基礎データを入力しなければならないが、そ

の作業と向き合うこと自体が各教員が自らの努力を
アピールし、きちんと評価してもらえるものとなす一
種のFD活動であるという考え方である。もはや個人
評価は避けて通ることができない。そうであるなら
ば、単に批判するのではなく、評価制度をよりよい
ものとする「条件闘争」で行こうという発想が大事
なのではないかという意見である。
　平井孝治氏は、大学においては外部からの干渉を
排して自由であることによってのみ真理の探究が可能
になるという立場から、「第二者評価」（ステーク
ホルダーによる評価）の重要性を唱えた。教育研究
活動は、短期的な成果を追うのではなく、歴史の検
証に耐え得るようなものでなければならない。最近
の学生は、学問への憧れを失っている。世間は学士
力などといって大騒ぎしているが、大学が学問を担
い、学生に学問を授ける場であるならば、彼ら・彼
女らに学問への憧れを取り戻させることが先決であ
る。評価も、まず学問の根本的意義を前提として行
われなければならない。
　望月がコメンテーターを務めたが、まずコメント
として、評価が制度化されるとはどういうことかと
いう哲学的な問いはさておき、すでに現実に制度化
された評価が施行され、大学と大学人において身体

　第７回全国大会では、「評価制度で現場はどう変わってきたか」というテーマの下に３人の提題者を招いて
討議を行った。

　大学評価学会第７回全国大会は、3月13日（土）、14日（日）の2日間、東京国際大学早稲田キャンパス
（東京都新宿区）を会場に開催されました。「評価制度で現場はどう変わってきたか」の大会テーマのもと
に、2日間で100人（実参加）近い参加者があり、充実した大会となりました。開催にあたって、一人ですべ
てのことを準備いただいた林尚毅実行委員長に心より感謝申し上げます。 
　大会初日（13日）に開催された年次総会では、第Ⅳ期の理事19人を選出し、翌日（14日）には、代表理事
等の役員を選出しました。また、会員総会では、第1回の大学評価学会田中昌人記念学会賞の授与式が行わ
れ、渡部昭男会員が受賞されました。第8回大会については、京都橘大学（京都市山科区）を会場に、2011年
3月12日（土）～13日（日）の日程で開催されることが了承されました。 

大学評価学会事務局 



3

Association for the University Evaluation

第１分科会報告
「職員と教員の協働とその評価の方法　－『事務職員』を越えて！」－　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　座長： 塩野博雄（立教大学）　　　 　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 報告者：土山晶子（京都経済短期大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 田村麻衣子（明治学院大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 蔵原清人（工学院大学）

　職員問題を扱う第1分科会は、予稿集掲載資料に基づいて３本の報告が行われた。

　（１）「教職協働－その基盤となる職員力と関係性構築力－」    　     （京都経済短期大学・土山晶子）
　土山氏の報告は、短期大学における入学時の実力試験を事例とした教職協働についてであった。内容として
は、次の5点にまとめられよう。１）ユニバーサル化に伴い教育と管理運営に跨がる新規業務が発生してい
る、　２）そのような業務では、教職員両者の良さを活かした業務遂行が求められる、　３）たとえばカリ
キュラム検討のデータ収集のため入学時に実力試験を実施しているが、一般的に出題・採点は教員で試験実施
は職員という教職分業ではなく、作問段階から教職協働でおこなった、　４）現在の課題としては、教員、
職員それぞれの取り組みを結びつけることでの再構築、目的を持続させるための実務の中でいかに定着させる
かということがある、　５）教職協働の評価は、個々の事例ではなく大学の総合力として評価されるべきも
のである。

　（２）「発展途上の教職協働－現場中堅職員の立場から－」　　　　　  （明治学院大学・田村麻衣子）
　田村氏の報告では、中堅職員としての自分を振り返りながら、１）大学の役割・教職員の役割の多様化と現
状とそこでの職員の３つの役割・プロフェッションの内容（①経営スタッフ、②教員と協力した教育・研究の
企画・推進、③将来の経営予備軍）２）職員の教務、キャリアといった各領域でのプロフェッショナルのあ
り方、　３）職員がプロフェッションを発揮するための環境や仕組み作りなどいくつかの点を指摘された。
最後に課題として①職員のキャリアステップと若手スタッフの育成の重要性、②「事務レベル」は教職協働に
いう「協働」ではないのかという、「協働」をどのようなレベルで想定するのかという問題提起がされた。
そして今後に向けてFD、SD、環境構築、仕組み作りを同時進行させることが必要であり、形式的（アリバイ
作り的な）協働では失敗するということを指摘された。

　（３）「『教職協働』をどう考えるか　－ユネスコの高等教育職員の地位に関する勧告を手がかりに－」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　              　　　　　（工学院大学・蔵原清人）
　蔵原氏の報告は、最初に（詳細は省略するが）2名の報告に対する教員として「協働」ということをどうと
らえているかということの説明・感想であった。続いてユネスコ勧告に関連して、「教育職員」というのは、

化され、内在化されつつある現状において、それに
より現場がどう変化してきているかという問いには
具体的に回答することが可能であるはずだと述べた
うえで、三人の提題者にそれぞれ質問した。それら
のすべてをここで紹介することはできないが、要点
をかいつまんで書いておきたい。
　永岑氏に対しては、横浜市大の「改革」は、誰の
ためのものなのか、学生のためのものだといえるの
か、と尋ねた。答えは、プラクティカル・イング
リッシュの導入が必ずしも成功していないことなど
に照らして、学生のための改革とはなっていないと
いうことであった。
　橋本氏に対しては、評価を推進する立場からでは
なく、評価に関して一般に受け身である教員の立場

に身を置いたとき、評価によって学内がどう変化し
たかを聞いたが、現場において「しなやかさが増し
た」との答えであった。やや抽象的な感を否めない。
　平井氏に対しては、何故今日の学生は学問への憧
れを持てないのか、それは学生自身の問題か、それ
とも教師の側の問題でもあるのか、という質問をぶ
つけてみた。これは単に学習意欲の問題ではなく、
今日の社会的問題でもあろう。明日への希望を持て
ない社会の中で学ぶ学生に対して学問への憧れを
語っても空虚な響きを残すだけなのかもしれない。
　以上、シンポジウムの様子を簡単にではあるが、
紹介させていただいた。

記　望月太郎（大阪大学）
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第2分科会報告
「大学評価が研究に及ぼしてきた影響と研究評価の方法」

                    　　　　　　　　　　　　　    座長：海部宣男（元国立天文台、現放送大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者： 海部宣男　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 仁田道夫（東京大学社会科学研究所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　       荻上紘一（大学評価・学位授与機構）　　　　　　　　　　　　　　　

報告者は、基礎科学研究者の立場から海部宣男先生（元国立天文台、現放送大学）、大学の現場から仁田
道夫先生（東京大学社会科学研究所）、評価をおこなう立場から荻上紘一先生（大学評価・学位授与機構）
が、研究評価の現状をそれぞれの立場から報告された。座長は海部先生が務められた。

日本でいう「教員」の範囲を大きく超えており、現在日本では「職員」の業務とされている内容を含んでい
る。言い換えれば「職員」も「事務職員」ではなく「教育職員」となるような専門的な知識、技能を修得し
日々向上させる権利と義務・責任を有しているということを指摘された。また欧米に限らず日本でも「職員の
仕事が単なる事務から教育的指導を多く含む業務に移行しつつある」といえる。さらに「大学のアドミニスト
レータは職員で」という考えもあるが「教職双方の持っている見識をいかにくみあわせて大学にふさわしい経
営ができるかが重要」である。このように「教職協働」について考える場合、この「教職双方の持っている見
識をいかにくみあわせるのか」ということは、単に理事レベルの問題というばかりでなく、一般教職員の場
合でも同様のことが言えるということも指摘された。

 　 第１分科会の討論
　以上３本の報告をうけた議論については、参加者の感想をもってまとめとしたい。

　「教職協働」について話をしようとすると、どうしても総花的な「大学職員論」になってしまうのだな、と
いうことがわかりました。大枠で捉えれば、明確な答えはないということもわかっています。つまり「大学職
員論」や「大学職員の専門性」という総論ではなくて、「各場面、場面で、どう協働できるか」という具体
的な事象について、考えを出し合わなければ、机上の空論で終わってしまい、何も変わらないということがわ
かりました。

 「協働」については教員間にも考え方の違いがあった。しかし職員問題とはいっても、教員の参加や発言が
あれば、議論に深みが出ると思いました。

　今後は総花的「大学職員論」から「個別具体的な協働」の事例をいかに勤務する大学で応用して展開実践
していくかということについて、このような活動が大学改革・学生を中心とした大学作りへの力を生み出して
いることを信じて、夏の研究会を含めて議論を進めていきたい。

 　　　　記　　塩野博雄（立教大学）

海部先生
「学術会議の研究評価対外報告（2008) などを中心
に」というサブテーマで、学術会議の対外報告であ
る『我が国における研究評価の現状とその在りかた
について』（2008）および『日本の展望2010：学術
からの提言』（2010）を取り上げ、そこから大学評
価、研究評価に関係する提言や発信、それを踏まえ
た海部先生の研究評価に対する考えが述べられた。
（対外報告と提言については学術会議のウェブサイト
上からダウンロードできるので参照されたい。どち
らも日本の現在の学術研究を愁い、これからの方向
性と問題提起が書かれている。）

●　評価は社会的にも国際的にもそして研究機関自
身の向上のためにも重要であるという視点が示され
た。しかしながら研究者が学術行政に入り込んでい
ないため、評価が現場とかい離してしまい、これが
混乱の原因であると述べられた。かい離を促進して
いる背景に、財界トップの考えが今や社会にも受け
入れられつつあることが挙げられた。そもそも日本
には学術の論理というものが無く、施策のシステム
の中に学術が入り込んでいないという問題点が指摘
され、社会の中で学術が受け入れられていないの
は、たまたまではなく、構造的な問題であると述べた。
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●　一方大学側にも大きな問題があり、社会の中に
学術を受け入れてもらおうという努力をしてこな
かったこと、大学は政策に対し抵抗するか迎合する
かのどちらかで、学術に対する構想を打ち立ててこ
なかった問題があると指摘した。
●　評価は、学問を研究を教育をよくするための
ツールであり、政策誘導や他を排斥するような差別
化のためにあるのでは無いことが強調された。評価
制度の導入に際し、議論も準備も丁寧になされない
まま開始されたことが現在の評価疲れ、評価の形骸
化を招いており、原点に立ち戻り、評価基準・手法
の適正化や評価の基盤を整備することが必要である
と述べられた。

仁田先生
「大学における研究から見た評価の現状と問題点」
というサブテーマで報告された。大学の立場から研
究評価を報告され、評価疲れをキーワードとしてそ
の原因背景について述べられた。
●　小泉総理が座長であった時代の総合科学学術会
議の意思決定や橋本行革による国立大学法人化を例
に挙げ、研究評価は行政改革の影響を間接的に受け
ていることが説明された。
●　具体的な事業目的があれば数値で評価し金を投
入することができるが、それを独立行政法人化した
研究機関に適用することは無理があると述べられ
た。5年で一定の事業を評価し、次の5年間の方向性
を決めるはずが、実際は毎年評価をおこない、政治
的な理由で見直しされ、まるでお上と奴隷のような
関係であると指摘された。大学は独立行政法人より
はまだ自治が許されており政策誘導に遠い位置にあ
るが、同じであるとも述べられた。
●　そもそも研究評価の仕組みが確立されていない
状況での予算配分は危険であり、評価に対するコス
ト感覚の無さは悲劇的であると意見された。研究評
価には、社会問題として専門に研究する社会システ
ム論者が必要であり、外国のデータなどを示したり
データに基づいて討論できる人を育てる必要がある
と述べられた。他にイギリスの仕組みを例にとり、
リサーチ・カウンシル方式の導入についても提案された。
荻上先生
「大学評価・学位授与機構から見た研究評価の現状
と問題点」というサブテーマで授与機構の認証評価
における研究評価について説明された。
●　評価についての説明は、評価制度が日本に導入
されたこれまでの背景・流れ・目的、および授与機
構による研究評価に関する概要が説明された。

●　授与機構の研究評価は教育評価と同様で、研究
評価も自主的に自己評価に基づいて評価をおこな
う。これまでは個人の研究成果を評価することが中
心であったが、現在は２つの側面からおこない、つ
まり大学全体（研究目標、組織、PDCＡサイクルな
ど）、および分野別（つまり内容は個人の研究活動
成果である）の二つの側面から評価がなされる。研
究評価も達制度評価であるから大学は目標を低くす
ることができるが、それなりの研究機関であればそ
の目標の水準をみるということである。
●　これからの評価は大学の自己評価力を高めるこ
とが重要であり、そうすれば徒労感も軽減され楽に
なるとのことである。

質疑応答・意見
　質疑応答は非常に活発であった。以下にその一部
を紹介する。
・ピアレビューをすると評価疲れになる→ピアレ
ビューは必要。研究所を良くするには!?という視点
で見るので相互理解が進む。われわれが資料として
残すという意味でも大事。大変な労力だがそういう
ものであり、レベルが進み学問が進む。数値評価の
持ち込みは慎重にしなくてはならない。(海部) 
・インパクトファクターを利用することに共通指標
はあるのか？→インパクトファクター評価の指標は
ない。（荻上）
・どうして品質管理のＰＤＣAが教育・研究評価に使
われるのか？→ＰＤＣＡという名前を便宜的に使っ
てはいるが、目的に沿ってどうなされているかとい
う仕組みは必要。認証評価と抱き合わせで行ってい
る研究評価については、何年でどこまでということ
は求めていない。（荻上）
・達成度評価について。文章上の比較から評価しや
すいから目標と達成度があるのでは？目標を明確に
することで何を要求したいのか？目標の高さも同時
に明記する必要がある。→700何十、他短期大学をい
れるとこれだけの数の評価はできない。ハイレベル
な研究をしている研究機関については、達成度では
なく水準をみている。（荻上）
・大学と経済界のコミュニケーションは難しく互い
に戸惑いがあるが、相互理解が必要である。
研究評価は歴史が浅い。われわれ研究者の立場で考
え、政治とのコンタクトを増やし、政策に反映させ
る努力が必要。

感想
今回はそれぞれの立場からの研究評価に関する現

状報告であった。時間が短かったためだと思うが、
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第3分科会報告
「教育評価の原理を明確にする ̶̶原理なき評価の混迷̶̶ 」

座長：水谷勇（神戸学院大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者： 田中耕治（京都大学）
  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　藤村宣之（東京大学）

　現在、教員評価や授業評価といった「評価制度」が多くの大学で次々に導入されている。また、「学生の
質保証」という“お題目”のもと、製造業での品質管理の手法であるPDCAサイクルが教育現場にも導入されよ
うとしている。しかし、「教育評価の原理」を理解せず、単に「制度」や「手法」を形式的に導するだけで
は、教育本来の目的が達成できないばかりでなく、教育の現場に大きな混乱をもたらすことになる。このよ
うな近年の大学状況を踏まえ、本分科会では「教育評価の原理を明確にする ̶原理なき評価の混迷̶」とい
うテーマのもと、報告および議論が展開された。
　本分科会では次の二つの報告が行われた。

「教育評価の新たな地平 ̶質と参加の課題̶ 」　　　田中耕治氏
「心理学の視点による学力・リテラシーの評価」  　　藤村宣之氏

　田中報告では、近年、全国の小中学校で導入が進んでいる「全国学力・学習状況調査」の事例を紹介しな
がら、「標準テスト」が教育現場に及ぼす影響やその限界性が指摘された。その上で、「真正性
（authenticity）」という視点から、評価原理を再構築することの重要性が論じられるとともに、「ルーブ
リック」の開発を通じた新たな教育評価のあり方を提唱された。

　藤村報告では、各種学力調査の事例を紹介しながら、子供の学力を「できる学力（＝手続き的知識やスキ
ルの適用、定型的問題解決、選択肢に対する判断）」と「わかる学力（＝概念的理解、考え・解法・理由な
どの説明）」に分類し、日本の子ども達の傾向（「できる学力」は高いが「わかる学力」は低い）が紹介さ
れた。その上で、「暗記適用型」の教育だけでなく「理解思考型」の教育の必要性について論じるととも
に、「向上すべき学力（＝教育目標）を明確にすること」および「そのための教育手法の開発」の重要性が
提起された。

　上記の二つの報告の後、分科会参加者を含めた活発な議論が行われた。田中報告に関しては、学生を巻き
込んだ「ルーブリックづくり」に関する現状と課題、また藤村報告に関しては、「できる学力」と「わかる学
力」の関係性に関する議論等が行われた。
本分科会での報告および議論を通じ、教育評価の原理を明確にすることの重要性が再確認されるととも

に、「評価が標準化されること」の問題性や「学力の『質』を向上させるための教育方法の開発」の必要性
が明らかになった。報告および議論の中心は、初等・中等教育であったが、高等教育機関である大学での教
育にも大きな示唆を与えるものであったと思われる。　　

　　　　  　記　　藤原隆信（京都経済短期大学）

主に評価制度と評価疲れが論じれられ、研究現場に
なぜ研究評価が必要であるのか?については論じられ
ることが無かった。日本の文明を発展させるために
必要な研究評価とは何か？について研究者自身が論
じることができなければ真の研究評価は期待できな
いように感じた。
例えば、日本では研究室で実際に起きている様々

な醜い問題を顧みる者は少なく、いつになっても改
善の兆しが見られない。特に基礎科学系の多くの研
究者は意見をぶつけ合うこともなく、自分の研究以

外我関せずである。このままメスを入れるべき問題
を放置したまま研究評価制度の形式を論じることに
どんな研究界の発展を期待できるだろうか。グロー
バルな視点で人材を育成するためには、緊急に人材
育成のための研究・研究室環境の質保証がなされる
べきではないだろうか？まずは徹底的に日本の研究
環境の弱点を調査すべきであり、これは教育環境に
おいても同様であると考える。

記　　小山由美（日本大学）



7

Association for the University Evaluation

第4分科会報告
「『国立大学法人評価』は国立大学に何をもたらしているか 」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      座長： 日永龍彦（山梨大学）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        報告者： 光本滋（北海道大学）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                     佐藤仁（九州大学）

　第４分科会ではまず座長が、「政策評価」「独立
行政法人評価」「国立大学法人評価」「認証評価」
「自己点検・評価」などの国立大学が直面する様々
な評価が、「自律的な改善」と「アカウンタビリ
ティ」という一般的に両立が難しいとされる大学評
価の二大目的のいずれに重点を置くものかという観
点から整理を行ないました。
　次に、光本さんが「検証された国立大学法人評価
制度の問題」と題して、第一期中期目標期間おける
国立大学法人評価制度の運用実態が、国立大学法人
評価委員会が掲げてきた法人評価の原則を遵守する
ものであったかという観点から検証した結果を報告
しました。報告では、そもそも各法人の自己点検・
評価に基づき目標達成度を絶対評価する原則だった
はずのものが、法人評価委員会および大学評価・学
位授与機構による評価や総務省の二次評価の中で一
律の基準による相対評価が持ち込まれていること、
さらに、評価の結果を運営費交付金の配分に結びつ
ける際に、目標達成度というそもそも比較不可能な
ものを相対評価の得点算出の根拠として使っている
こと、などを指摘しました。
　最後に佐藤さんが、「大学評価としての『国立大
学法人評価』―評価書作成の現場から―」と題し、

個別大学の大学評価担当者が法人評価に対応する中
でどのようなことを考えてきたのか、また、大学と
しての対応の現実はどのようなものであったかを中心
に報告を行いました。報告の中で佐藤さんは、評価
に「対応」する形式的なしくみが整う一方で、評価
を活用とした改善をしようとするインセンティブが
働く余地がなくなり、準備に投入した時間的・経済
的なコストに見合う成果が得られなくなっている実
態について言及しました。同時に、「評価疲れ」が
言われる中で進められる評価の「効率化」が評価の
「形骸化」を招きかけている現状をふまえ、データ
を基にした「考える自己点検・評価」活動を展開
し、改善を促進させることの重要性を提起しました。
　報告の後の討議においては、公立大学を含め、法
人化された大学において意思決定過程の民主性がな
くなってきていること、業務運営の改善の中で人件
費抑制の観点から教職員の非正規化・有期雇用化が
進められて組織の持続的な発展を阻害しかねない状
態になりつつあること、など評価の俎上にのぼりに
くい大学の実態がフロアの参加者から提起されまし
た。

記　日永龍彦（山梨大学）

写真館

今年も乾杯！
懇親会（東京国際大学・1階ラウンジ）

分科会
シンポジウム

第７回全国大会　　2010年3月13（土）～3月14日（日）
東京国際大学・早稲田キャンパスにて
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大学評価学会 第７回年次総会 報告

日時：2010年3月13日（土）13:30～14:20    
場所：東京国際大学（早稲田キャンパス）・５階ホール

＜審議事項＞
   １）議事に先だって、議長に塩野博雄理事と小山由美会員が選出された。
２）2009年度活動総括（案）について
＜研究会活動および関連の取り組みの経過＞　

　　　① 第27回研究会；4月18日（土）（龍谷大学、龍谷大学国際社会文化研究所（細川グループ）との共
           催）

藤原隆信氏（京都経済短期大学）「国際理解教育の実践―京都経済短期大学の事例―」
勝野正章氏（東京大学）「学校における評価文化と遂行性（performativity）」　

② 第28回研究会；8月29日（土）（キャンパスプラザ京都）
テーマ：「SD・職員力を考える―ＦＤ・ＳＤ、学生、地域連携の観点から―」

③ 第29回研究会；11月14日（土）（早稲田大学）
テーマ：「高等教育における『無償教育の漸進的導入』をどう具体化していくか」

＜通信の発行および出版活動＞
・『通信』は第21号～23号の３回発行。
・年報第６号の刊行は2010年５月の予定（年報編集委員会）

＜その他、会合および諸活動＞
・第５回理事会（3月15日、名古屋大学）
・第６回理事会（8月30日、龍谷大学）
・第７回理事会（11月14日、早稲田大学）
・第8回理事会（2010年3月13日、東京国際大学）
・会員有志による共同研究活動（龍谷大学国際社会文化研究所（指定研究）および科研費共同研
究・基盤研究（ｃ）として）を実施。

・2010年3月13日現在の会員数228人（正会員221人,協力会員7人＜団体会員２を含む＞）　
⇒以上、承認

　 ３）2009年度決算（案）および監査報告（別紙参照）
　　別紙に基づき決算報告があり、引き続き監査報告が行われた。

⇒承認
４）2010年度活動方針(案)について

＜研究会等の開催予定＞
・研究例会の開催（年３回）。以下研究例会の開催日程案。
第30回研究会；4月17日（土）（龍谷大学）

　第31回研究会；8月28日（土）職員問題研究会（キャンパスプラザ京都を予定）
　第32回研究会；11月に東京で開催（会場未定）
＜委員会などの諸活動＞
・韓国をはじめと海外の大学関係者との交流の継続。

  ・国際人権Ａ規約第13条問題特別委員会（略称；13条特別委員会）：他団体との協力・共同関係の
推進、外務省・文部科学省への働きかけなど（3月15日、政府、文部科学省）。

  ・共同研究の推進（龍谷大学社会科学研究所共同研究プロジェクト他）
・シリーズ本3巻以降の刊行（以下「出版活動」参照）。
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・専門委員会は「研究企画委員会」として以下の出版活動としてシリーズ本各巻編集委員会に取り組
む。

・その他。
　 ＜通信発行＞

       ・『通信』は第24号～26号の３回発行（5月、9月、1月を予定）。
＜出版活動＞
 ・年報７号の刊行（2011年春を予定）
  ・シリーズ本各巻毎の編集委員会（第３巻以降）による刊行案（以下、すべて仮称。発売は晃洋書
房。定価は1000円～1500円（税別）の間で設定。ページ数は100～150ページ程度。刊行時期は順
次）。なお、『大学評価基本用語100』については、出版社に販売委託だけでなく、編集について
も協力を得るため、価格は、2000円を予定。
『大学評価基本用語100』（担当；共同編集）
『国際人権Ａ規約第13条と大学評価』関連（担当；細川）

　　　 『職員評価問題』関連（担当；村上）
　　 　『アカデミック・ハラスメント第２弾』（担当；熊谷）　　
　　 　『科研費細井グループの報告書』関連（担当；細井）
          『ＰＤＣＡサイクルは大学評価に適合するか』（担当；重本）
          『学生参画の大学評価』（担当；未定）

⇒以上、承認
５）2010年度予算（案）について（別紙参照）

別紙に基づき予算（案）の提案があった。
⇒承認

６）第Ⅳ期理事選出の選出について（別紙参照）
選出管理委員の由井浩会員と竹内眞澄会員から、理事候補者名の報告があり、内規５に基づき規約第

21条の総会議決で全員（19名）が承認された。
　 ７）会計監査人（2名）の選出について

塚田亮太会員、鈴木裕樹会員が第Ⅳ期会計監査人候補として提案された。
⇒承認

８）「田中昌人記念学会賞」選考結果について（選考委員会より）（別紙参照）
　　選考委員長の碓井敏正（副代表理事）から選考結果の報告書（「大学評価学会田中昌人記念学会賞紹

介文））に基づき報告があり、渡部昭男会員（鳥取大学）に学会賞を授与することが第Ⅲ期第８回理事
会で承認されたとの報告があった。その後、渡部会員に賞状と記念品が渡された。

９）第８回全国大会について
　・開催日時：2011年3月12日（土）～13日（日）

・開催場所：京都橘大学
・大会テーマおよび報告者は2010年9月頃までに決定する。

　　⇒承認
10）学会規約の改正について
　　学会の安定的な運営、長期的な発展をめざすために、理事および会計監査人の任期を3年とすることを
検討したい。第Ⅳ期理事会で検討し、次年度の会員総会で提案し、承認を得た上で、2012年3月の総会
で第Ⅴ期理事および会計監査人の選出を行いたい。
⇒承認

11）その他
　　特になし。
　以上で終了。
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総会参照資料

2009年度決算案（2009年3月1日～2010年2月28日）
１．収支決算表（2009年3月1日～2010年2月28日）

2009年度予算 2009年度決算 内容
前期繰越金 1,088,064 1,088,064
会費収入 1,520,000 1,577,000 過年度会費を含む
年報・シリーズ本販売
売上

701,000 753,140

全国大会参加費 0 208,500 第 6回大会
全国大会開催補助 0 110,000 大幸財団
雑収入 0 25,828 懇親会余剰金
＜収入合計＞ 3,309,064 3,762,532

理事会費 200,000 227,075 交通費、昼食代
年報・シリーズ本編
集費

1,367,500 521,478 印刷、版下作成他

会報・リーフレット
作成費

50,000 37,170「学会通信」印刷代

通信費 200,000 136,815 メール便代他
大会・研究会 500,000 352,649 会場代、予稿集他
事務用品費 50,000 19,051 封筒、宛名シール他
支払手数料 30,000 23,990 郵便振替手数料他
委託費 100,000 17,580 会計・会費管理委託
予備費 811,564 0
＜支出合計＞ 3,309,064 1,335,808
＜次期繰越金＞ 0 2,426,724

　２．貸借対照表（2010年2月28日現在）

資産 負債

現金 54,923 次期繰越金 2,426,724

郵便振替口座 2,371,801

合計 2,426,724 合計 2,426,724

会計監査報告書
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2010年度予算案（2010年3月1日～2011年2月28日）

2010年度予算 2009年度決算 2009年度予算
前期繰越金 2,426,724 1,088,064 1,088,064
会費収入 1,520,000 1,577,000 1,520,000
年報・シリーズ本販売
売上

940,000 753,140 701,000

全国大会参加費 200,000 208,500 0
全国大会開催補助 0 110,000 0
雑収入 0 25,828 0
＜収入合計＞ 5,086,724 3,762,532 3,309,064

理事会費 250,000 227,075 200,000
年報・シリーズ本編
集費

1,600,000 521,478 1,367,500

会報・リーフレット
作成費

150,000 37,170 50,000

通信費 150,000 136,815 200,000
大会・研究会 500,000 352,649 500,000
事務用品費 50,000 19,051 50,000
支払手数料 30,000 23,990 30,000
委託費 70,000 17,580 100,000
予備費 2,286,724 0 811,564
＜支出合計＞ 5,086,724 1,335,808 3,309,064
＜次期繰越金＞ 0 2,426,724 0

注）
1. 会費収入は、会員数を240名（現職教職員215名、現職教職員以外20名、協力会員5名）とし、納入

率約80％で、予算計上した（@7,000×170＋@3,000×15＋@1,000×5＝1,240,000円）。過年度分につ

いては、40名分（@7,000×40＝280,000円）を計上した。

2. 年報・シリーズ本販売売上げは、年報第６号（@2,000×0.4×300＝240,000円）とシリーズ本第３巻

（基本用語、@2,000×0.4×500＋@2,000×150＝700,000円）を計上した。

3. 年報・シリーズ本編集費は、年報第６号印刷費（400,000円）、同第７号編集経費（200,000円）、

シリーズ本第３巻経費（700,000円）、同第４巻の印刷費（300,000円）を計上した。

4．会報・リーフレット作成費には、第Ⅳ期のリーフレット作成費用を含んでいる。
5．事務用品費に、学会賞に関する記念品代を含んでいる。
6．委託費は、会計業務に関するものである。
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第４期（2010.4～2012.3）理事候補者推薦名簿　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2010年2月27日　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第３期理事会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　＜理事＞

　

　池内　了（総合研究大学院大学、宇宙物理学）再任

　井上千一（大阪人間科学大学、経営学）新任

　植田健男（名古屋大学、教育経営学）再任

　碓井敏正（京都橘大学、哲学）再任

　岡山茂（早稲田大学、フランス文学）再任

　海部宣男（放送大学、天文学）再任

　川口洋誉（愛知工業大学、教育学）新任

　紀　葉子（東洋大学、社会学）再任

　蔵原清人（工学院大学、高等教育論）再任

　塩野博雄（立教大学、大学アドミニストレーション論）再任

　津田道明（日本福祉大学、大学職員論）再任

　中村征樹（大阪大学、科学技術史）再任

　橋本　勝（岡山大学、大学教育論・経済統計学）再任

　日永龍彦（山梨大学、高等教育論）新任

　藤原隆信（京都経済短期大学、NPO論）新任

　細川　孝（龍谷大学、企業論）新任

　水谷　勇（神戸学院大学、教育学）再任

　村上孝弘（龍谷大学、大学アドミニストレーション論）再任

　望月太郎（大阪大学、哲学）再任

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上、１９名
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大学評価学会田中昌人記念学会賞紹介文

１．経過の報告
　①田中昌人先生の業績
　京都大学教育学部名誉教授、龍谷大学元教授、障害者の発達問題の権威、長く全国障害者問題研究会
委員長を務め、この分野での業績多数。また大学評価学会の初代共同代表、無償教育を追究した『日本
の高学費』（新日本出版、2005年）でも知られる。2005年、73才で病没。

　②賞の趣旨
　田中先生の業績を顕彰すると同時に、大学評価、大学問題、学費問題での研究（主として若手）を奨励
する目的で、設けられたのがこの賞である。

２．渡部昭男氏（『格差問題と教育の機会均等』）受賞の理由
　今回の受賞の対象となった渡部昭男氏の『格差問題と教育の機会均等―教育基本法「改正」をめぐり
隠された争点―』（日本標準ブックレット、2006年）は、70頁ほどの小冊子ではあるが、サブタイトル
にもあるように、教育基本法改正問題の国会論議を踏まえながら、氏の研究テーマである「教育の機会
均等原則」に論点を絞り、格差社会における教育無償化の意義と戦略を論じたものであります。
　まず教育の機会均等原則については、戦前から現在にいたるこの原則のとらえ方の変化、特に経済的
条件による就学差別の是正、形式的平等から教育機会の積極的平等化への進化、すなわちこの原則の、
宣言的な性格から権利的な性格を強めてきた歴史的経過を説明し、あわせて障害者の就学の実質化の経
過などを紹介しています。
　後半では、現代における格差問題の拡大を踏まえ、教育費の無償化の意義を、各党の教育の機会均等
原則に対する見解を精査しながら論じています。その際、三つのレベルの無償化の定義を明確化しつつ、
まず授業料不徴収から教育費の法定範囲を広げる方法を通して、最終的無償化へと至る道筋を提唱してい
ます。
　渡部氏の議論は、教育の機会均等原則に関する自説を展開しつつも、この問題を現代の政治的文脈の中
でとらえた点で、大変優れた業績であり、田中昌人氏の『日本の高学費をどうするか』の精神を具体化さ
せた業績であるといえるでしょう。その点からも、渡部氏の業績は田中昌人賞の第１回受賞にふさわしい
業績であることを、審査委員の全員一致で決定した次第です。以上が経過の説明であります。

渡部氏に贈られた賞状と記念品
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日時：3 月14 日（日） 12:45～13:05
場所：東京国際大学早稲田キャンパス
出席：理事13名。委任状出席理事1名。欠席理事5名（なお、出席幹事3名）
成立要件：理事10名以上（委任状を含む）。理事総数19名（2010年3月13日総会選出）

【審議事項】
１．理事会役員の選出について
 代表理事として、碓井敏正理事ならびに海部宣男理事の2名を選出した。
 副代表理事として、植田健男理事を選出した。
 事務局長として、細川孝理事を選出した。
 常任理事（事務局担当理事）として、川口洋誉理事、中村征樹理事、藤原隆信理事、望月太郎理事の4名  
を選出した。

２．新入会員の承認について
　  2名の加入を承認した。
　  今理事会時点の会員数は、以下のとおりとなった。
　　 会員　223人、協力会員　7人（うち団体会員2）、計　230人（団体2を含む）。

３．幹事の選出について
　  幹事として、佐藤仁会員、重本直利会員、永井康代会員、林尚毅会員、光本滋会員、米津直希会員の6名
   を選出した。

４．事務局について
  引き続き大阪大学と龍谷大学の共同事務局体制とすることを承認した。
  事務局員として、岩波文孝会員、小山由美会員の2名に委嘱することを承認した。
  事務局次長として、林尚毅幹事（本部）、岩波文孝会員（東京）を選出した。

５．年報編集委員会について
　  年報編集委員として、井上千一理事、蔵原清人理事、中村征樹理事、橋本勝理事、日永龍彦理事、藤原
    隆信理事の6名の理事と佐藤仁幹事を選出した。

６．研究企画委員会について
　  重本直利幹事を委員に選出した。担当理事および重本幹事以外の委員については、後日選出することを
   了承した。

７．顧問について
　  内規７．の規定にもとづいて、細井克彦会員（前副代表理事）、三輪定宣会員（前理事）を顧問として
   承認した。

８．その他
 ・第30回例会を、4月17日（土）13時30分から、龍谷大学社会科学研究所（細川グループ）と共催で開

第Ⅳ期第1回理事会

理 事 会 報 告
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第31回研究会のご案内（概要）

　次のとおり、第31回研究会を開催いたしますので、ご参加ください。

日　時：8月28日（土）13：30～17：00　

場　所：キャンパスプラザ京都（ＪＲ京都駅前） ２階 第1会議室

テーマ：「職員と教員の協働とその評価の方法（２）－具体的実践と展開－」

概　要：
今回のテーマは、第７回大会の第１分科会でのテーマを引き継ぐものであり、これまでが総論

とすれば、今回は副題に「具体的実践と展開」とあるように各論的位置付けの研究会となる。
昨年度の研究会では、「一般的な職員アドミニストレータ論ではない、学生を主役とした学習

支援者としての教職協働という視点・方向とともに成果主義的目標管理による人事考課とは一線を
画した評価を考える」ことを目的とし、教職協働の定義も含めて踏み込んだ議論が展開された。　　
今回の研究会では、さらに教職協働の具体的実践例等を報告していただき、総花的「大学職員

論」から「個別具体的な協働」の事例をいかに勤務する大学で応用して展開実践していくかについ
て、参加者とともに課題を共有していきたい。

報告者：安東正玄さん（立命館大学）
　　　　梅澤貴典さん（中央大学）
            小島理恵さん（麻布大学）

以　上

なお、研究会当日の午前中には、同場所で下記の講演が予定されている。
　日　時：8月28日（土）10：30～12：00
場　所：キャンパスプラザ京都（ＪＲ京都駅前） ２階 第1会議室

　演　題：「 PDCA と評価」
　講　師：平井孝治氏（立命館大学）

 　催することを了承した。
  ・次回（第Ⅳ期第2回）理事会を、8月29日（日）に龍谷大学で開催することを了承した（前日は、第31
回研究会が開催される（於：キャンパスプラザ京都））。

  ・3月15日（月）に国際人権Ａ規約第13条問題特別委員会として、民主党および文部科学省に要請行動を
行うことを了承した。責任者は、重本直利幹事である。

以上
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第30回研究会が開催されました

まず、パネラーとして田中秀佳さん（名古屋大学
大学院）、日永龍彦さん（山梨大学）、津田道明さ
ん（日本福祉大学職員）の3人の会員が報告しまし
た。

報告のテーマはそれぞれ「高等教育システムにお
ける学生の位置づけと費用負担のあり方について」
「PDCAサイクルの大学経営／評価への適合性につ
いて考える」「事例研究：地方事務所の活動を通し
て私立大学法人の役割りを考える」でした。
続いて、報告を受けて重本直利さん（龍谷大学）

が討論者としてコメントを行った後に、参加者によ
る質疑応答が行われました。

　私見ですが、「大学経営と法人経営の論点」とい
うテーマに関わっては、以下のような課題が浮き彫
りにされたように感じています。
・無償教育の漸進的導入をどのように進めてい
　くかの具体的な展望をどう考えていくか。
・授業料、入学金がどのように位置づけられてい
るのかを諸外国の動向を含めて明らかにする。

・日本の高等教育においてPDCAが導入されてき
　た経緯を明らかにしていく。

　　　※　新自由主義の経済政策や政策評価、私大
            連盟等の動向を振り返るとともに諸外国と
            の比較も必要である。
・経営者（理事）の意思決定のあり方と（現場
の）教育・研究の実態とをどう関係づけていく
か。これは、設置者と大学の関係ということに
もなるであろう。

・教育・研究という（通常の営利事業とは異な
る）独自性を担保できるような大学と法人の経
営のあり方を明らかにする。

・大学（経営）における学生・大学院生の位置
　づけと参画について研究を深めていく。

第30回研究会は、龍谷大学社会科学研究所の共
同研究「『無償教育の漸進的導入』と大学法人経営
―日本の高等教育システム転換の課題―」（代表：
細川孝）との共催で開催されたことを付記します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（文責：細川孝）

　2010年4月17日（土）、龍谷大学深草学舎において第30回研究会を開催しました。「大学評価と法人経
営の論点を探る」のテーマで、ワークショップ形式で開催され、20人の会員が参加し、熱心な議論が行われ
ました。

大学評価学会年会費納入のお願い

　 この通信発行後を目処に、2010年度学会費の請求をさせていただきます。過年度の分をお支払い
いただいていない方については、あわせて請求させていただきます。よろしくお願いいたします。

学会財政担当　細川孝（事務局長）
612－8577　京都市伏見区深草塚本町67　龍谷大学　　　　　　　　　
　　   e-mail：hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp　　 　
電話・Fax：075（645）8634＜ダイヤルイン>

mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp


17

Association for the University Evaluation

 2010年3月15日（月）、国際人権Ａ規約第13条の
会（13条の会）と大学評価学会・国際人権Ａ規約第
13条問題特別委員会（大学評価学会特別委員会）
は、2団体で共同して、「高等教育における無償教
育の漸進的導入」の問題で関係機関への要請行動を
行いました。要請先は、内閣総理大臣と文部科学大
臣であり、民主党幹事長室と文部科学大臣政務官を
訪問し、要請文を手渡しました。
　民主党幹事長室では、文部科学省担当の広野ただ
し副幹事長が応対してくださり、約30分にわたって
懇談しました。副幹事長からは、「財政的に困難な
状況なもとで、まずは高校教育から実質的に無償化
に着手したところである」「要請の趣旨は政府に
しっかりとお伝えする」などの発言がありました。
参加者は、「2010年度予算案では、高等教育予算
を充実させていく展望が見えない」「若者を励ます
ような姿勢を明確に示してほしい」「学生や父母の
経済的困難は深刻さを増しており、まったなしの状
況である」などと述べ、「留保」の撤回と、高等教
育予算の増額、「無償教育の漸進的導入」の推進を
強く求めました。
　文部科学大臣への要請では、高井美穂政務官が対
応してくださり、執務の合間の慌ただしい時間でし
たが、約20分間懇談することができました。政務官
からは、「給付型の奨学金を前向きに検討していき
たい」「財政支出を増額していくためには、国民が
納得してくれる高等教育の質が求められている」
「外務省からは、中等教育に関する13条2項（b）
のみ『留保』を撤回する案も出されているが、われ
われとしては（c）を含め前向きに考えていきた
い」などと、率直な見解が示されました。政務官と
の懇談では、限られた時間の中でしたが、高等教育
のありようについても突っ込んだ意見交換が行われ
ました。

 このほか、要請行動の合間に、文部科学省の記者
クラブで記者会見を行い、マスコミ各社に対し、要
請行動の趣旨と「高等教育における無償教育の漸進
的導入」の重要性を伝えました。参加した記者から
も質問が寄せられました。また、参議院文教科学委
員会委員の藤谷光信議員を訪問し、懇談しました。
  ここで少し個人的な印象を、2点に限って述べさせ
ていただきます。まず、今回の要請を通じて、新政
権が誕生したとはいえ、そして、国際人権Ａ規約第
13条2項（b）（c）の「留保」撤回を公約した政党
が国会で多数を占めているとはいえ、これを実現さ
せるには、わたしたちの運動と研究が重要であると
いうことを痛感したということです。
そして、高学費政策を転換させ「無償教育の漸進

的導入」を推進していくだけでなく、「競争的な教
育」を転換させていく課題を正面に据えることの重
要性です。受益者負担論と自己責任論は一体的なも
のであり、この両者を克服していくことが必要で
す。「お金をかけても学ばない人間がいる。だか
ら、税金は使えない」がごとくの論調があります
が、子どもたち、若者が苦しんでいる現状を社会的
に捉えることが大切です。教育を権利としてとらえ
るとともに、社会との関係でとらえていくことの重
要性を改めて感じました。
　今回の要請行動には、13条の会から代表の三輪定
宣さん（千葉大学名誉教授）、碓井敏正さん（京都
橘大学）ほかが参加しました。大学評価学会特別委
員会からは、特別委員会代表の重本直利さん（龍谷
大学）ほかが参加しました。
　要請行動が実現するに際しては、水岡俊一参議院
議員および種田豊秘書のご協力を得ました。記して
御礼申し上げます。　　　
　（文責：細川孝（13条の会運営委員会代表））

13条の会と大学評価学会特別委員会が共同で要請行動を行いました

＊　以下は、2団体の要請文です。川端達夫文部科学大臣宛の文書も同じ内容です。
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2010年3月15日
内閣総理大臣　鳩山由紀夫　様

国際人権Ａ規約第13条の会 　　　　   
代表　三輪 定宣（千葉大学名誉教授）

碓井  敏正（京都橘大学教授） 

要請

第174国会の施政方針演説（1月29日）で鳩山由紀夫首相は、「……すべての意志ある若者が教育を受け
られるよう、高校の実質無償化を開始します。国際人権規約における高等教育の段階的な無償化条項につい
ても、その留保撤回を具体的な目標とし、教育の格差をなくすための検討を進めます。……」と述べられま
した。わたしたちは、今回の首相の発言を全面的に支持し、これを心より歓迎いたします。
ぜひ本国会において、国際人権規約Ａ規約（社会権規約）第13条2項（ｂ）（c）の「特に、無償教育の

漸進的な導入により」により拘束されない権利に関する「留保」を撤回することを求めるものです。そし
て、「無償教育の漸進的導入」のための施策を推進されることを求めます。

１．2009年8月の衆議院選挙で示された民意
この間の急激な経済状況の悪化のもとで、格差・貧困問題はよりいっそう深刻化し、「構造改革」の矛

盾は誰の目にも明らかとなりました。先に行われた総選挙では、これまでの政治のあり方に反省を求める民
意が明確に示され、民主党を中心とする政権の発足につながりました。選挙の争点となり、国民から大きな
期待が寄せられたのが、教育政策であります。政権発足後、政府は後期中等教育（高校教育）の無償化に着
手されたのです。

２．国際社会から見直しを迫られる「留保」
　 日本政府は、1979年に国際人権規約Ａ規約（社会権規約）を批准する際に、上記の通り「留保」を宣言
しました。この審議の際には「留保については諸般の動向をみて検討すること」が、そして1984年7月には
「諸般の動向をみて留保の解除を検討すること」が、いずれも全会派によって附帯決議されています。
　 以来30年間にわたって日本政府は「留保」を続けるだけでなく、「無償教育の漸進的導入」の理念に逆
行する「有償教育の急進的高騰」を進めてきました。このようなもとで、国際社会からは、「留保」の撤回
を求められるところとなっていることは周知の事実です。　
　 しかしながら、昨年12月に国連の社会権規約委員会に提出された「政府報告書」では、「留保」撤回の
意思は示されておりません。国連人権理事会の理事国として、そして日本国憲法をもつ国として、早急に是
正されなければならないと考えるものです。

３．21世紀の市民社会にとって不可欠な「無償教育の漸進的導入」
21世紀の社会は「知識基盤社会」であると言われます。一握りの優秀な人間をつくりだし、その者たち

が社会を牽引していくのは、「知識基盤社会」ではありません。市民誰もが豊かな知識を有し、科学的な知
識にもとづきながら社会的、人類的な諸課題に連帯して取り組んでいけるような社会が期待されているので
す。
「知識基盤社会」を実現するためには、高等教育までを含め、誰もが安心して学べるよう学習権を保障

していくことが欠かせません。このことは国際人権Ａ規約第13条の精神とも合致するものです。21世紀の
豊かな市民社会を実現していく上で、高等教育までを含め「無償教育の漸進的導入」を総合的な施策のもと
に、計画的に推進していくことが急務となっています。

以上



19

Association for the University Evaluation

内閣総理大臣
　鳩山由紀夫　殿

国際人権Ａ規約の第１３条２項Ｃの留保撤回に関する要請書
            　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2010年3月15日
           　　　　　                     大学評価学会・国際人権Ａ規約第13条問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別委員会代表　重本直利（龍谷大学）

要請趣旨（以下の大学という表記には研究機関、短期大学を含む）
  2004年4月1日より、文部科学省によって認証された評価機関による大学評価が法的に義務づけられまし
た。言うまでもなく大学評価は教育・研究のありように直結するものです。また、学問の自由、それに基礎
づけられた大学の自治の根幹に関わるものです。認証評価機関による評価、その他の評価機関による外部評
価を含め大学評価のあり方は、今後の大学の帰趨を決する大きな課題と言えます。この評価にあたって、ま
ず何よりも問われるべきは、その基礎的条件（土台）としての高等教育予算の評価です。周知のようにGDP
にしめる日本の高等教育予算は、OECD諸国にくらべ著しく劣っており、速やかにGDP 1.0％水準の確保が
求められています。また、この高等教育予算の低さは、国公私立大学の授業料を平均すると世界一の高さに
なり、国民の教育負担はすでに限度を超えております。1966年12月に国連において採択された国際人権A
規約第13条2項Cの「高等教育の漸進的無償化」について、日本国は依然として留保しています（なお同規
約批准国中、他の留保国はマダカスカル一国のみです）。2001年における国連の「経済的、社会的および
文化的権利に関する委員会の最終見解―日本―」では、日本政府に対して、この「高等教育の漸進的無償
化」について、留保撤回に向けてとった具体的な措置を2006年6月30日までに報告することを求めまし
た。しかし、昨年12月に国連の社会権規約委員会に提出された「政府報告書」では、「留保」撤回の意思
は示されておりません。また、依然として日本政府および文部科学省はこのための具体的措置を講じており
ません。
第174通常国会の施政方針演説（1月29日）で鳩山由紀夫首相は、「すべての意志ある若者が教育を受け

られるよう、高校の実質無償化を開始します。国際人権規約における高等教育の段階的な無償化条項につい
ても、その留保撤回を具体的な目標とし、教育の格差をなくすための検討を進めます」と述べました。大学
の教育・研究の具体的営みおよびその評価は、大学の基礎的条件と密接不可分であります。すみやかに、国
際人権A規約第13条2項Cの留保撤回および大学の教育・研究の基礎的条件の整備に向けた具体的な措置を
講ずることを求めるものです。

要請内容
１）大学の教育・研究に資する高等教育予算のGDP比率が先進諸国水準を大きく下回っていることには、
大学評価にあたっての基礎的条件が大きく損なわれていると言えます。早急に先進諸国並の水準を実現す
るよう求めます。具体的には、今後数年の間に、GDP比率1.0％の達成に向けての数値目標および年次達
成目標を設け積極的に取り組んでもらいたい。

２）「経済的、社会的および文化的権利に関する国際規約」（1966年12月国連総会採択）第13条2項Ｃの
「高等教育における無償教育の漸進的導入」に対する日本政府の留保をすみやかに撤回し批准してもらい
たい。

３）また、上記の留保撤回と批准の後、国公私立大学の現行納付金（入学金、授業料等）の「漸進的無償
化」にむけての年次毎の数値目標が設定され、それが実現されるような行政上の具体的な措置を講ずるこ
とを求めます。

以上



20

Association for the University Evaluation

【大学評価学会の日誌】

2010年
　　3月  8日（月）　　　　　　　会計監査
　　3月13日（土）～14日（日）　第7回全国大会　　
　　3月13日（土）　　　　　　 　第Ⅲ期第8回理事会
　　　　　　　　　　　　　　   　第7回会員総会
　　3月14日（日）　　　　　　　 第Ⅳ期第1回理事会
　　3月15日（月）　　　　  　     国際人権Ａ規約第13条問題特別委員会として、民主党および
　　　　　　　　　　　　　　　  文部科学省に要請
　　4月17日（土）　　　　　　   事務局会議
　　　　　　　　　　　　　　　   第30回研究会
　　5月  7日（金）　　　　　   　会計担当者打ち合わせ
      6月25日（金）　　　　　　　事務局会議（於：龍谷大学）

　＜今後の予定＞
　　8月28日（土）　　　　　　　第31回研究会（於：キャンパスプラザ京都）

＜編集後記＞
　全国大会からちょうど3ヶ月。季節の変わり目がよく分からない日々でし
た。昨日はコート今日は半袖Tシャツとめまぐるしい衣更え。不精者は助かり
ましたが、几帳面な方はとっさに着るものがなくて体調不良かも。皆様お変
わりございませんか。
　さあ、第Ⅳ期の新体制がスタートしました。これからも「初心を忘れず」
張り切って参りましょう。
　京都では朝から雨模様。近畿は今日梅雨入りだとか。梅雨空と共に通信を
お届けすることになるのでしょうか。編集が大変遅くなり申し訳ありません。
　これから夏に向け、皆様のご健康とご活躍を心からお祈りします。そし
て、国民の声をしっかり聞く耳を持つ政治がなされることも切に祈ります。　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　2010年6月13日　（な）
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